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総括 

 

次ページ以降に、本調査研究の総括として、以下の一覧表を示す。 

 

１ 各国地域のPPH の実効性に関する統計情報分析概要一覧 

２ 各国地域のPPH 及び他の主な早期権利化手段概要一覧 

 

１は、PPH の実効性に関する統計指標として、 

 

・特許査定率    ・・・通常出願、PPH 出願 

・FA が特許査定となる割合  ・・・通常出願、PPH 出願 

・OA の回数    ・・・通常出願、PPH 出願 

・審査請求からFA までの期間 ・・・通常出願、PPH 出願 

・審査請求から最終処分までの期間 ・・・通常出願、PPH 出願 

・PPH 申請からFA までの期間 ・・・PPH 出願のみ 

・PPH 申請から最終処分までの期間 ・・・PPH 出願のみ 

 

の分析結果の概要をまとめたものである。詳細は、第４部を参照されたい。 

 

２は、PPH 及び他の主な早期権利化手段の概要を、PPH の実効性を把握する観点から、

現地法律事務所及び知財庁の主な見解を整理したものである。詳細は、第２部を参照され

たい。 
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１ 各国地域のPPH の実効性に関する統計情報分析概要一覧 

インドネシア（ID）、タイ（TH）、フィリピン（PH）、ベトナム（VN） 

①：国内アンケート調査、②：海外アンケート調査、③国内事務所による統計調査17 

上段：PPH出願の数値（通常出願の数値）[US:Track One、EP:PACE]、審査請求はUSでは出願と読み替え 

公開情報：特に注釈がないものは JPOのPPHポータルサイトの統計情報の数値18（PPH,PCT-PPHの順に表記） 

  

                                            
17 2018年の数値はは前半（8月～9月まで）の数値 

18 https://www.jpo.go.jp/toppage/pph-portal-j/statistics.html 

国 特許査定率 FAが特許査定となる割合 OA回数

ID

③の平均値

2016：100%（46.2%）

2017：100％（27.3％）

2018：100%（72.7%）

③の平均値

2016：40.0%（7.7%）

2017：33.3％（0％）

2018：20.0%（0%）

③の平均値

2016：0.6回（0.7回）

2017：0.7回（0.7回）

2018：0.8回（1.0回）

③は、PPHは100％で有意な効果あり

①は、PPH、通常出願ともに90％以上が多い

・・・通常出願は特許査定率が低いものから高いものま

で分布しているが、PPHは高いものに集中している

TH

③の平均値

2016：100%（74.8%）

2017：100％（76.9%）

2018：100%（89.7%）

③の平均値

2016：100%（57.7%）

2017：94.1%（58.2%）

2018：76.9%（46.2%）

③の平均値

2016：0.0回（0.3回）

2017：0.1回（0.2回）

2018：0.2回（0.5回）

③は、PPHは100％で有意な効果あり

①は、PPH、通常出願ともに90％以上が多い

・・・THでは、一般的に対応外国特許の審査結果に基

づいて審査されるが、特許査定率の低いものも見られ

る。このばらつきは、②も同様

PH

③の平均値

2016：50.0%（14.3%）

2017：100％（33.3％）

2018：N/A（50.0%）

③の平均値

2016：0.0%（0.0％）

2017：0.0%（0.0％）

2018：N/A（0.0%）

③の平均値

2016：1.5回（0.4回）

2017：1.0回（1.2回）

2018：N/A（1.0回）

③では、通常出願と比較すると、PPHの方が高い

①では、PPH出通常出願はともに90％以上が多いが、

②では通常出願についてはもっと低い

・・・なお、PPH出願で低い数値がでているのは、そもそも

母集団の件数が少なく、登録にならなかった案件の影

響が大きく出ていると考えられる

VN

③の平均値

2016：N/A（93.3%）

2017：100％（66.1％）

2018：N/A（87.5%）

③の平均値

2016：N/A（26.7%）

2017：100％（20.3％）

2018：N/A（62.5%）

③の平均値

2016：N/A（1.0回）

2017：0回（0.7回）

2018：N/A（0.3回）

③は、件数は少ないがPPHは100％

通常出願も比較的高い数値となっている

①は、PPH、通常出願ともに90％以上が多い

・・・通常出願では特許査定率の低いものも見られる。

②は、通常出願の特許査定率はむしろ低いものが多い

（通常出願）

③「FAが特許査定となる割合」は、OAなしで特許査定となるものはほとんどない

①、②も同様

③「OAの回数」は平均で0.7～1.0回。①は1回、②は2回の回答が多い

（PPH出願）

③「FAが特許査定となる割合」は、40%～20%

・・・2.5～5件に1件がOAなしで特許査定となっている

③「OAの回数」は平均で0.6～0.8回

・・・通常出願より一定の減少が見られ、傾向としては①②の結果も同様

（通常出願）

③「FAが特許査定となる割合」は、THでは、通常出願でもOAなしで特許査定となるものがそれな

りにある（46～58％）

③「OAの回数」は、通常出願で平均0.2～0.5回

（PPH出願）

③「FAが特許査定となる割合」は、PPH出願では高くなっている（77～100％）

①②では、さまざまなケースがあるが、PPHOAなしで特許査定になる割合は高い

③「OAの回数」は、PPHでは平均0.0～0.2回に減少

①②も同様の傾向

③「FAが特許査定となる割合」は、PHでは、通常出願、PPHいずれも0％

③「OAの回数」は、母集団が少なく比較は難しいが、通常出願、PPHともに平均で1回前後

①では通常出願に比べてPPHのOAの回数は少なく、②でも通常出願に比べてPPHのOAの回数は

明らかに少なくなっている

（通常出願）

③「FAが特許査定となる割合」では、通常出願は20～63%と比較的低い

③「OAの回数」は通常出願では平均で0.3～1.0回

①②「OAの回数」は、通常出願では1回が多い。③と同様の傾向

（PPH出願）

③「FAが特許査定となる割合」では、PPH出願は5件のみのデータではあるが100％

③「OAの回数」はPPH出願は0回

①②「OAの回数」は、PPH出願では0回が多い。③と同様の傾向



第２部 PPH の実効性について 総括 

- 11 - 

１ 各国地域のPPH の実効性に関する統計情報分析概要一覧（続き） 

インドネシア（ID）、タイ（TH）、フィリピン（PH）、ベトナム（VN）（続き） 

  

国 審査請求からFAまでの期間 審査請求から最終処分までの期間 申請からFA／最終処分までの期間

ID

③の平均値

2016：50.8月（39.4月）

2017：52.0月（35.9月）※

2018：42.2月（39.2月）

③の平均値

2016：48.5月（50.6月）

2017：50.3月（52.0月）※

2018：41.0月（40.3月）

③の平均値（FA／最終）

2016：18.0月／20.8月

2017：14.5月／18.3月

2018：22.4月／26.0月

TH

③の平均値

2016：53.7月（80.3月）

2017：32.9月（69.6月）

2018：56.3月（100.5月）※

③の平均値

2016：53.7月（83.7月）

2017：30.4月（73.5月）

2018：52.2月（88.3月）※

③の平均値（FA／最終）

2016：20.9月／20.9月

2017：16.8月／18.4月

2018：13.5月／15.4月

PH

③の平均値

2016：26.0月（65.0月）

2017：18.0月（29.5月）

2018：N/A（29.0月）

③の平均値

2016：31.3月（48.2月）

2017：33.5月（40.6月）

2018：29.0月（33.5月）

③の平均値（FA／最終）

2016：13.0月／17.5月

2017：4.0月／15.0月

2018：N/A／N/A

VN

③の平均値

2016：N/A（34.7月）

2017：22.6月（38.2月）

2018：N/A（41.3月）

③の平均値

2016：N/A（47.7月）

2017：26.0月（47.7月）

2018：36.0月（46.1月）

③の平均値（FA／最終）

2016：N/A／N/A

2017：16.0月／16.0月

2018：N/A／N/A

（通常出願）

③「審査請求からFAまでの期間」は、極端に遅いものもあるが、平均で35～40か月

③「審査請求から最終処分までの期間」は、平均で50か月程度

（PPH出願）

③「申請からFAまでの期間」は1年、2年

・・・審査請求から数年経ってPPH申請をし、1年、2年でFAが来て半年以内に最終処分が来ていることがわかる

※③「審査請求日からFAまでの期間」の平均値は、通常出願に比べてPPHの方が遅いように見えるが、PPH申請時期に注意

※③「審査請求からFAまでの期間」と「審査請求から最終処分までの期間」が逆転しているものもあるが、母集団の違いによる

（通常出願）

③「審査請求日からFAまでの期間」は、基本的にTHでは審査期間が極端に長いものがあり、平均でも通常出願で70～100か月と長い

①でも、早いものもある一方、極端に遅いもの（4年以上）もある

（PPH出願）

③「申請からFAまでの期間」は、PPHでも極端に長いものが存在するが、平均すると1年～2年であり、更に短いものも多くあることがわかる

・・・その後2か月程度で最終処分となっている。②も同様の傾向

・・・平均を見ると、2017年以降、PPHの審査期間は短くなってきている（20か月→13か月）

※③「審査請求からFAまでの期間」と「審査請求から最終処分までの期間」が逆転しているものもあるが、母集団の違いによる

（通常出願）

③「審査請求からFAまでの期間」は、2017年では平均で30か月。①でも2年以上のものが多い

・・・2017年以降は極端に遅いものが減り、審査請求からFAまでの期間が短縮しているようである

（PPH出願）

③「申請からFAまでの期間」では、PPH出願の審査期間は比較的短い

・・・これらの事案では2017年は4か月でFAが来て、しばらくして最終処分が来ている。これは、②の傾向も同様

（通常出願）

③「審査請求からFAまでの期間」は、通常出願では遅いものも存在するが、概ね平均で35～41か月

③「審査請求から最終処分までの期間」は平均で50か月弱

①「審査請求からFAまでの期間」では、かなり遅いものも存在する

①②「審査請求から最終処分までの期間」は、通常出願では最終処分まで4年以上が多い

統計数値が得られた年推移でも審査期間が短縮しているような傾向は見られない。

（PPH出願）

③「申請からFAまでの期間」を見ると、件数は少ないものの、これらの事案は1年～1年半でFA・最終処分が行われていることがわかる

①②「申請からFA/最終処分までの期間」は、1年以内に最終処分となることが多い
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２ 各国地域のPPH及び他の主な早期権利化手段概要一覧（続き） 

フィリピン（PH） 

 

  

国 手段の名称 PPH 対応外国特許の審査結果利用

PH 利用状況

（事務所1）15%

（事務所2）<4%

（事務所3）3.3%

（事務所1）50%/30%（審査官提案/自発補正）

効果順位

（事務所1）2

（事務所2）1

（事務所3）1

（事務所1）1/4

内容
IPOPHLは、それぞれ、JPO、USPTO、KIPO、EPOとの間

で、PPHプログラムを実施

（審査官提案）出願の本案に関するOAに記載された審査

官の提案に従い、特許出願に、対応する外国出願の付与／

認容クレームを適用する補正を行う

（自発補正）特許出願に、対応する外国出願の付与／認

容クレームを適用する自発補正を行う

基礎となる国 JP、US、KR、EP JP、US、EP、AU、CA他

時期 実体審査段階で審査開始前

（審査官提案）審査官のOAで定める期間内に、補正された

セットのクレームを提出しなければならない

（自発補正）自発補正は出願係属中であればいつでも行う

ことができる

効果

PHでは実体審査請求日から2年後に実体審査が開始される

のが平均的だが、PPHの場合は申請後6か月～1年で最初の

OAが発行される

（審査官提案）審査官の提案に従い、対応外国出願の付

与／認容クレームを適用するクレーム補正を行うことによって、

出願認容及び特許状の発行が保証される。認容率は100％

（自発補正）対応外国出願の付与／認容クレームを適用す

るクレームに自発補正した特許出願の大部分について、出願

の肯定的な処分が行われている。認容率は90％

審査着手

FA前後の効果
・FAの前もFAの後も早期審査の効果がある

・自発補正をしたからといって、その審査を早く着手する義務は

ないので、FA前は必ずしも早期審査の効果があるとは言えな

い。FA後は早期審査の効果はある

有用な第1国 JP、US、EP JP、US、EP、KR、SG、AU

費用

対応する外国特許出願に付与されたクレーム数が係属中のク

レーム総数を上回る場合を除き、庁手数料は課されない。係

属中のクレームの総数を上回る各クレームについての手数料は

約USD8.50である

対応する外国特許出願に付与されたクレーム数が係属中のク

レーム総数を上回る場合を除き、庁手数料は課されない。係

属中のクレームの総数を上回る各クレームについての手数料は

約USD8.50である

制限等

公開、補正関連

・実体審査請求は公開後、6か月以内にしなければならない

・出願から18か月で公開されるが、早期公開を請求できる

・補正は登録前であればいつでもできる。実体審査請求の前

後いずれも可

左に同じ

審査体制等

・出願日から5年間処分がなされずスタックしている出願をバック

ログと考えているが、800件程度

・審査官の数は100名以上（現時点までで約114名）おり、

ISAの要件として100名以上という要件を満たしている

・PPHと通常の出願とは異なる管理をしているが、PPH専用の

チームは作っていない。技術分野ごとのチームを編成している

左に同じ

現地法律事務所

のコメント

・PPHの結果は、PHにおける対応特許出願の審査に対して説

得力のある（ただし拘束力を持たない）効力を有する

国内ユーザの意見
・PH、VNは審査の動きは見える

・OAなどで、先進国の登録クレームに補正して早期に権利化

する手段は利用したことはある

・PHでOA時に補正するのではなく、PPHを使えばそのまま登

録にすると言われたケースがある
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２ 各国地域のPPH 及び他の主な早期権利化手段概要一覧（続き） 

フィリピン（PH）（続き） 

 

  

国 手段の名称 ASPEC

PH 利用状況

（事務所1）5%

効果順位

（事務所1）3

内容
ASEANにおける特許審査協力プログラム

参加国の調査及び審査結果を活用

基礎となる国 ASPEC参加国

時期 特許出願の処分／付与の前

効果

・PHでは実体審査請求日から2年後に実体審査が開始され

るのが平均的だが、ASPECの場合は申請後6か月～1年で最

初のOAが発行される

審査着手

FA前後の効果

有用な第1国

費用

対応する外国特許出願に付与されたクレーム数が係属中のク

レーム総数を上回る場合を除き、庁手数料を課されない。係

属中のクレームの総数を上回る各クレームについての手数料は

約USD8.50である

公開、補正関連 左に同じ

審査体制等 左に同じ

現地法律事務所

のコメント

ASPECの結果は、PHにおける対応特許出願の審査に対して

説得力のある（ただし拘束力を持たない）効力を有する

国内ユーザの意見

・SGを起点にしてASPECを試行的に使用してみたところ、国に

よって審査の状況が異なっている。PHでは審査が進み登録と

なった案件もある
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Ｃ. フィリピン（PH） 

 

１ PPH 及び主な他の早期権利化手段 

海外アンケート調査を基に、PPH 及び主な他の早期権利化手段の利用状況及び効果等

に関する、フィリピンのいくつかの法律事務所の見解をまとめる。この結果は、現地法律

事務所の見解をまとめたものであり、その国全体の客観的な統計分析に基づくものではな

いことに留意されたい。なお、法律事務所は外国出願の取扱いが多い大手事務所であり、

各比率（％）は当該法律事務所単位の利用比率である。 

 

 利用状況 効果（効果が高い順）84 

事務所 1 事務所 2 事務所 3 事務所 1 事務所 2 事務所 3 

PPH 15％ ＜4％ 3.29％ 2 1 1 

ASPEC 5％   3   

対応外国特許の審査

結果利用 

（審査官提案） 

50％   1   

対応外国特許の審査

結果利用 

（自発補正） 

30％   4   

 

以下では、現地法律事務所によって挙げられた上記早期権利化手段の概要をまとめる。

なお、以下の記載は、制度自体の説明を含め、現地法律事務所の見解に基づくものである

点に留意されたい。 

 

１．１ PPH 

フィリピン知的財産庁（IPOPHL）は、それぞれ、日本国特許庁（JPO）、米国特許商標

庁（USPTO）、韓国特許庁（KIPO）、欧州特許庁（EPO）との間で、PPH プログラムを

実施している。したがって出願人は対応する各国・地域の特許を基礎として、PPH プログ

ラムに基づく早期審査を申請することができる85。 

PPH 申請には次の書類が要求される。 

 

1. 対応出願について第 1 知財官庁が発行した、すべてのオフィスアクションの写し86,87  

2. 第 1 知財官庁が特許可能／認容可能と決定したクレームすべての写し 

                                            
84 効果が高い順に、1、2、3、、、とする。 

85 IPOPHLが提供するPPHの主要情報は次のウェブサイトから閲覧可能である。URL; http://www.ipophil.gov.ph/ser

vices/patents/patent-prosecution-highway-pph 

86 第 1知財官庁、すなわちJPO、USPTO、KIPO又はEPOのいずれか 1つにおける特許性に関する実体審査に関する

もの 

87 英語翻訳文を添付。2.～4.についても同様。 
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3. 第 1 知財官庁の審査官が引用した文献の写し88 

4. クレーム対応表 

 

出願人は、PPHに基づく審査対象の出願時又は補正後の出願クレームすべてが、USPTO、

JPO、KIPO、EPO によって認容可能と示されたクレームの 1 つ又は複数と十分に対応し

ていることを条件として、早期審査を申請することができる。 

PPH 申請は、対象とされる出願の実体審査開始前にすることができる89。 

PPH 申請によって所要期間が短縮され、コストが削減され、良好な調査方策が提供され

ることから、特許審査の品質が改善される。フィリピンでは実体審査請求日から 2 年後に

実体審査が開始されるのが平均的である。PPH プログラムに基づく審査を利用する場合

には、PPH 申請後 6 か月から 1 年で最初のオフィスアクションが発行される。PPH は自

動的な認容及び特許付与を保証するものではない。しかしPPH 申請を伴う事案の 90％以

上に関して、フィリピンにおける対応特許出願が肯定的な結果となっているものと考えら

れる90。 

庁手数料は無料である。対応する外国特許出願に付与されたクレーム数が係属中のクレ

ーム総数を上回る場合を除き、IPOPHL はPPH 申請に庁手数料を課さない。係属中のク

レームの総数を上回る各クレームについての手数料は約USD 8.50 である。 

 

【現地法律事務所のコメント】 

・PPH の結果は、フィリピンにおける対応特許出願の審査に対して説得力のある（ただし

拘束力を持たない）効力を有する。 

・対応する外国出願／特許の認容／付与クレームの範囲外である保護対象については、自

発的な分割出願に含むことが認められる。 

・IPOPHL が公表するガイドライン及び手続内容を参照して、それに従うことによって、

審査が遅滞しないよう最初の段階で書類要件を充足させることが推奨される。 

 

【知財庁のコメント】 

・どのように実体審査が行われるのかに関していえば実体的な差異は存在しない。しかし

PPH 出願は通常出願に対して優先される。さらに IPOPHL 特許審査官は、特許審査文

献（外国の作業プロダクツ、外国の特許審査官の引用文献）を容易に閲読することがで

きる。 

・システム内で PPH 出願は申請の受理時に「PPH」タグが付される。その後、出願はす

みやかに PPH 担当職員に送致され、JPO の PPH ポータル維持に必要である PPH 出

願の定期的なチェックのために、PPH 申請／統計がチェック及び記録される。 

                                            
88 引用が特許文献の場合、通常であれば IPOPHLはその文献を保有しているので、出願人は提出不要である。IPOPHL

が特許文献を保有していない場合、出願人は審査官の要求に基づき特許文献を提出しなければならない。非特許文献は

常に提出が要求される。 

89 PPHガイドライン, https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/soki/pph/document/guideline/ipophl_e_pph.pdf, htt

ps://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/soki/pph/document/guideline/ipophl_ja_pph.pdf 

90 事務所 1のコメント 

https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/soki/pph/document/guideline/ipophl_e_pph.pdf
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・外部の作業プロダクツが利用できない場合には、審査官自身が調査を行い、自身の審査

報告を作成する必要がある。 

・係属中の期間が生じる理由は、どのように実体審査が行われるのかについて実質的な差

異が存在しないからであり、申請がしばらく未処理とされるからではない。PPH 出願は

通常出願と比べて優先的に扱われ、監督官が厳格にチェックしている。 

 

１．２ ASPEC 

出願人は ASPEC プログラム経由で早期審査を請求することができる。ASPEC は

ASEAN 加盟国（AMS）の参加 9 か国、すなわちフィリピン、ブルネイ・ダルサラーム、

カンボジア、インドネシア、ラオス人民民主共和国、マレーシア、シンガポール、タイ、

ベトナムによる最初の広域特許業務共有プログラムであり、他の参加 AMS 知財官庁の調

査及び審査結果を、自国の調査及び審査業務の参考用として利用するものである。 

ASPEC プログラムに基づき要求される書類は次のとおり。 

 

 1. 正規に作成したASPEC 申請様式、クレーム対応表を添付 

 2. （優先権主張の基礎となる出願が行われた）ASEAN 加盟国（AMS）の第 1 知財官庁

による調査及び審査報告の写し 

 3. 上述した 2.のクレームの写し、少なくとも 1 つのクレームは第 1 知財官庁が認容／

付与を宣言したもの 

 4. クレーム対応表 

 

特許出願の処分／付与の前であればいつでも申請可能である。 

ASPEC 申請によって所要期間が短縮され、コストが削減され、良好な調査方策が提供

されることから、特許審査の品質が改善される。フィリピンでは実体審査請求日から 2 年

後に実体審査が開始されるのが平均的である。ASPEC プログラムに基づく審査を利用す

る場合には、ASPEC申請後6か月から1年で最初のオフィスアクションが発行される91。 

ASPEC 申請後、特許が自動的に登録されるわけではない。ASPEC 申請を伴うフィリピ

ン特許出願は、引き続きフィリピンにおける調査及び審査手続を受ける92。ただし、いず

れかのASPEC 加盟国で肯定的な処分が行われていれば、フィリピンにおける対応出願手

続が促進される。ASPEC 申請を伴う特許出願の大部分に関して、フィリピンにおける出

願が肯定的に処分されているものと考えられる93。 

 庁手数料は無料である。対応する外国特許出願に付与されたクレーム数が係属中のクレ

ーム総数を上回る場合を除き、IPOPHL はASPEC 申請に庁手数料を課さない。係属中の

クレームの総数を上回る各クレームについての手数料は約USD 8.50 である。 

 

なお、フィリピンへは、2018 年 2 月時点で 10 件の出願で ASPEC が利用されている。

                                            
91 事務所 1のコメント 

92 これは IPOPHL庁令No. 13-124第 7条で規定されている。 

93 事務所 1のコメント。この事務所によれば、認容率は約90％である。 
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全てシンガポールからのものである94。 

 

【現地法律事務所のコメント】 

・ASPEC の結果は、フィリピンにおける対応特許出願の審査に対して説得力のある（た

だし拘束力を持たない）効力を有する。 

・対応する外国出願／特許の認容／付与クレームの範囲外である保護対象については、自

発的な分割出願に含むことが認められる。 

 

【知財庁のコメント】 

・利便性：PPH と同等、早期審査の効果：PPH と同等 

 

１．３ 対応外国特許の審査結果利用（審査官提案）95 

出願の本案に関するオフィスアクションに記載された審査官の提案に従い、特許出願に、

対応する外国出願（例えば日本、米国、欧州、オーストラリア、カナダなど）の付与／認

容クレームを適用する補正を行う。 

 

出願人は、対応する外国出願で付与されたクレームと同一である、補正されたクレーム

セットを提出することが要求される。 

審査官のオフィスアクションで定める期間内（すなわちオフィスアクションの郵送日か

ら 2 か月、ただし 2 か月ごと 2 回の延長が可能）に、補正されたクレームセットを提出し

なければならない。 

審査官の提案に従い、対応する外国（本国）出願の付与／認容クレームを適用するクレ

ーム補正を行うことによって、出願認容及び特許証の発行が保証される。この場合の認容

率は 100％である96。 

庁手数料は無料である。対応する外国特許出願に付与されたクレーム数が係属中のクレ

ーム総数を上回る場合を除き、庁手数料は課されない。係属中のクレームの総数を上回る

各クレームについての手数料は約USD 8.50 である。 

 

【現地法律事務所のコメント】 

・出願係属中に他国で付与されたクレームを、クレームセットに追加することができる。

多くの場合、外国で付与されたものにクレームを限定することによって、対応するフィ

リピン出願の認容が保証される。したがって早期の認容及び付与を希望する場合には、

追加クレームがあれば、別個の出願／自発的な分割出願の対象とする必要がある。 

 

                                            
94 ASEAN Intellectual Property Portal "ASEAN Patent Examination Cooperation (ASPEC) Statistics STATIST

ICS – As of  20 February 2018", URL: https://www.aseanip.org/Statistics/ASEAN-Patent-Examination-Cooper

ation-ASPEC-Statistics 

95 これに関連し、IPOPHLは、フィリピン知的財産法第39条に基づき、当該出願の対応外国特許出願がある場合、対

応外国特許出願の資料の提出を求めることができる。 

96 事務所 1のコメント 

https://www.aseanip.org/Statistics/ASEAN-Patent-Examination-Cooperation-ASPEC-Statistics
https://www.aseanip.org/Statistics/ASEAN-Patent-Examination-Cooperation-ASPEC-Statistics
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１．４ 対応外国特許の審査結果利用（自発補正） 

特許出願に、対応する外国出願（例えば日本、米国、EP、オーストラリア、カナダなど）

の付与／認容クレームを適用する自発補正を行う。 

 

現在のフィリピンにおける実務によると、自発補正は出願係属中であればいつでも行う

ことができる。 

対応する（本国）出願の付与／認容クレームを適用するクレームに自発補正した特許出

願の大部分について、出願の肯定的な処分が行われている。認容率は90％に達している97。 

庁手数料は無料である。対応する外国特許出願に付与されたクレーム数が係属中のクレ

ーム総数を上回る場合を除き、庁手数料は課されない。係属中のクレームの総数を上回る

各クレームについての手数料は約USD 8.50 である。 

 

【現地法律事務所のコメント】 

・出願係属中に他国で付与されたクレームを、クレームセットに追加することができる。

多くの場合、外国で付与されたものにクレームを限定することによって、対応するフィ

リピン出願の認容が保証される。したがって早期の認容及び付与を希望する場合には、

追加クレームがあれば、別個の出願／自発的な分割出願の対象とする必要がある。 

 

  

                                            
97 事務所 1のコメント 
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２ 海外ヒアリング調査98 

更に PPH の実効性について深く実態を把握するために、フィリピンの知財庁及び現地

法律事務所に対して海外ヒアリング調査を行った。フィリピンでは、特に PPH と「対応

外国特許の審査結果利用」との比較について調査を行った。また、PPH の実効性に影響を

与える背景として、バックログについても可能な範囲でヒアリング調査を行った。ここで

は、両者の特徴を横串的に、以下の項目ごとに整理する。 

 

２．１ 概数 

２．２ 審査の着手及び審査の期間 

２．３ 早期審査の効果の範囲 

２．４ 審査の範囲及びプロセス 

２．５ 第 1 国による違い 

２．６ 実務上のコメント等 

２．７ バックログ 

 

以下、この章において記号①②を下記の意味で用いる99。 

①PPH 

②対応外国特許の審査結果利用 

 

２．１ 概数 

（事務所A） 

・事務所のデータで、国内出願は 1％、海外からの出願は 98％である。海外からの出願の

うち、①は、2015 年は 1.15%→2017 年 2.85%で増加傾向。②は、2015 年は 4.00%→

2017 年 4.86％で増加傾向。海外からの出願の内訳は、US、JP が多い。 

 

（事務所B） 

・全出願件数のうち、国内出願は 1～5％、海外からの優先権主張出願は 60～80％。 

・海外からの優先権主張出願のうち、①は 2～3％、②は、60～80％。このうち、自発補正

はそれほど多くない。 

 

２．２ 審査の着手及び審査の期間 

（知財庁） 

・①の方が通常の審査よりも審査期間が短くなる。②では、審査官は必ずしも早期に審査

する必要はない。なお、①の効果は、審査の各段階において、他の通常の出願よりも審

査の順番において優先される取扱いを受けるだけである。 

・①の標準審査期間についての規定はない。2013～2015 年はPPH 申請から grant まで 7

～8 か月、2016 年は平均 7 か月である。通常出願は出願から grant までで 4～5 年かか

                                            
98 フィリピンへの海外ヒアリング調査は2018年 11月中旬に実施したものである。 

99 その他の略称については、第1部Eの略称一覧を参照 
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る。②においても、拘束力はなく、必ずしも早くはならない。 

 

（事務所A） 

・①と②（自発補正）を比較すると、①の方が審査の着手が早い。 

・①の標準審査期間については特に規定するものはない。内部取り決めによる。平均の審

査期間は、PPH 申請からFA までの期間は 6 か月から 1 年、FA の応答から最終処分ま

での期間は 6 か月から 1 年である。②についても、標準の審査期間を規定するものはな

い。実務に基づく平均は、自発補正から FA までの期間は 8 か月から 1 年、FA の応答

から最終処分までの期間は 6 か月から 1 年である。通常出願は、実体審査請求から FA

までの期間は約 2 年であり、FA で審査官が対応外国特許の許可クレームに合わせた補

正を提案すると、補正から FA までの期間は 4 か月から 6 か月、FA の応答から最終処

分までの期間は 6 か月から 1 年である。 

・①以外には早期審査の制度はないが、②を提出すると早期審査の効果を得ることができ

る。FA 後の審査期間は①と同じである。 

 

（事務所B） 

・①と②では、①の方が審査の着手が早い。 

・標準の審査期間については、特に規定するものはない。①では、PPH 申請からFA まで、

約 3～6 か月である。対応特許の許可クレームに合わせて自発補正した場合、補正から

FAまで約 1～2年である。通常出願の場合は、実体審査請求からFAまで約 3年である。

ただし、機械分野は 1 年、化学分野は 3 年と分野によって違いがある。 

 

２．３ 早期審査の効果の範囲 

（知財庁） 

・①の場合、PPH 申請されるとすぐに審査官が割り当てられるため、その後の審査もより

早く許可される。①では、1st OA 前も後も早期審査の効果がある。 

・②は、②のように自発補正をしたからといって、その審査を早く着手する義務はないの

で、1st OA 前は必ずしも早期審査の効果があるとは言えない。1st OA 後は早期審査の

効果はある。 

 

（事務所A） 

・①と②のどちらも 1st OA 以降の審査期間も短縮される。②の場合、OA で対応した場合

は、補正後 2 週間で登録となることもあった。 

・①や②で、OA が来る理由として、例えば記載の不明瞭などがある。 

 

（事務所B） 

・①の早期審査の効果の範囲について、①は、1st OA の前も後も早期審査の効果がある。 

・一方、②は、1st OA の前は早期審査の効果がなく、1st OA の後は効果がある。 
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２．４ 審査の範囲及びプロセス 

（知財庁） 

・クレームの対比をみるが、登録されたクレームと同じであっても、自動的に登録となる

わけではない。対応外国特許で引用された先行文献もあくまでも追加の情報として扱い、

審査官は他の先行文献も含め先願などの確認を行う。特に、フィリピンで特許を受ける

ことができない発明に該当する場合は、OA が通知される。例えば、「ソフトウェアプロ

グラム」や医薬の第二用途発明のクレームは認められない100。ICT 関連のソフトウェア

のクレームは方法のクレームなどに修正する必要がある。これは、①でも②でも同じで

ある。あくまで、①は、審査のプライオリティが上がるだけである。 

・JPO で使用されているものと似たガイドラインがある。提出される翻訳は機械翻訳も可

であるが、その場合は理解するのが難しいことがある。多くのケースにおいて、PPH な

どで提出される資料は十分であると考えている。 

・日本からフィリピンに出願される特許出願は、その多くが登録となる。ただし、ICT 分

野の発明については、プログラムクレームなどを始めとして認められない形式のままで

は拒絶となる。このため、装置などと協働して新たな効果を奏するような方法クレーム

に補正する必要がある。 

 

（事務所A） 

・審査の範囲（クレームの一致のみチェックするのか、第 1 国の先行文献をチェックする

のか等）については、①と②のどちらも、主に対応特許クレームとの、クレーム一致を

チェックする。 

 

（事務所B） 

・主に、クレームが対応特許の許可クレームと同じかどうかを確認し、また、第 1 国で引

用された先行文献を確認する。提出された先行文献が最も近く最も関連があると考えら

れる場合に、その結果が評価される。これは、①も②も同じである。 

 

２．５ 第 1 国による違い 

（知財庁） 

・JP、US、EP、KR、SG、AU の審査結果は尊重している101。 

 

（事務所A） 

・US、EP、JP、UK、DE の審査は信頼がおかれているだろう。 

 

（事務所B） 

・第 1 国がどこの国かによって、PH での審査の早さに違いが生じるかについては、JP、

                                            
100 フィリピン知的財産法第22条参照, URL: https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/philippine

s-tizai.pdf  

101 海外アンケート調査での回答 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/philippines-tizai.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/philippines-tizai.pdf
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US、EP の結果は信頼されている。 

 

２．６ 実務上のコメント等 

（事務所A） 

・登録済みの対応外国特許に補正すべきという審査官からの示唆がないという状況であれ

ば、①と②のどちらを勧めるかというと、①を勧める。 

・審査官からの示唆がある場合は、②を勧める。 

・実体審査を行うには、出願公開がされていることが必要である。PCT 経由の場合は、国

内段階に入ったときには国際公開されているので、国内移行から 6 か月以内に実体審査

請求すればよい。PCT 経由ではない場合は、公開から 6 か月以内に実体審査請求を行う

必要がある102。 

・PCT 経由ではない場合は、対応外国出願が既に登録となっているような場合、出願直後

に早期公開請求が可能である103。 

・自発補正は、出願係属中、すなわち実体審査の請求前、請求時又は請求後に行うことが

できる104。 

・PPH の請求は、1st OA が通知される前までにしなければならない。平均的にいって、

1st OA は、出願日から 3 年ほどで通知される。 

・PPH を審査するための特別な部隊はない。 

 

（事務所B） 

・早期審査を望む場合は、PPH を推奨する。審査官も同様だろう。 

・補正の制限については、明細書の範囲を超えてはならず、登録まではいつでもできる。 

・公開は実体審査の開始の前提であり、公開されなければ実体審査は開始されない。具体

的には、実体審査請求は、公開から 6 か月以内にしなければならない。したがって、外

国の対応出願で近い文献が見つかっていなければ、速やかに実体審査請求を行うのがよ

い。 

・出願日から 18 か月で公開される105が、対応外国出願でよい結果が得られているのであ

れば、18 か月待つ必要はなく、出願から 6 か月以内に早期公開を請求できる。 

・PPH では、対応外国特許のクレームに合わせる自発補正は、対応外国特許の審査結果を

提出するのと同時に行われる。 

・JP からのPPH の課題としては、ときどき、英語の翻訳の理解が難しいことがある。 

 

                                            
102 フィリピン知的財産法第48条, URL: https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/philippines-tiz

ai.pdf  

103 特許規則800.1「規則800.1. 特許出願の早期公開 以下のことを条件として、出願日から6か月以降であって18か

月より早く出願を公開することができる。（略）」 

IPOPHL "THE REVISED IMPLEMENTING RULES AND REGULATIONS FOR PATENTS, UTILITY MO

DELS AND INDUSTRIAL DESIGNS" URL: https://www.ipophil.gov.ph/images/Patents/IRRs/THE_REVISED_

IRR_FOR_PATENTS_UTILITY_MODELS_AND_INDUSTRIAL_DESIGNS_OFFICIAL_COPY.pdf 

104 フィリピン知的財産法第49条 

105 フィリピン知的財産法第44条 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/philippines-tizai.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/philippines-tizai.pdf
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２．７ バックログ 

（知財庁） 

・出願日から 5 年間処分がなされずスタックしている出願をバックログと考えているが、

すなわち、2012 年以前の出願だが、800 件程度である。バックログに関して審査官が個

別に対応している。 

・PPH と通常の出願とは異なる管理をしているが、PPH 専用のチームは作っていない。

技術分野ごとのチームを編成している。 

・2012 年から現在まで 163 件のPPH を処理している。まだPPH の処理を行う余裕はあ

ると考えている。 

 

（事務所A） 

・特許部門（Bureau of Patents）のバックログは年間処理件数の 3.5 倍より少ない。2018

年 1 月ではバックログは約 800 件ほどであり、これは 2017 年の数値よりもずっと低く

なっている。 

・IPOPHL の特許部門は、審査官の数を増やし、また、審査のパフォーマンスが優れた審

査官にインセンティブを与えることに着手している。特許部門は 2017 年に審査官数を

約 2 倍にした。 

・審査官の数は 100 名以上（現時点までで約 114 名）おり、ISA の要件として 100 名以上

という要件を満たしている。IPOPHL はこの審査官数によりバックログが解消されるこ

とを期待している。 

・PPH は審査の順番が優先されるだけであり、PPH はバックログには影響を与えないと

考える。 

 

（事務所B） 

・約 1000 件近くのバックログがあると考えられる。審査官数は約 110 人で、半数以上が

契約による審査官であり、任期は平均で 3～4 年で、6 か月毎に更新されている。彼らの

トレーニング期間は 1 年間である。PPH に関して言えば、2015～2017 年の出願では、

65 件が実体審査待ちであり、審査官の話によれば 1～2 年で解消されるとのこと。 

・IPOPHL は、PPH の専門チームは作っておらず、技術分野毎に PPH の出願を振り分

け、新しい技術について継続的な研修を行い、EPOQNET やThomson Reuters 等の検

索ツールを使って先行文献を調査している。 
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３ 国内アンケート調査及び国内ヒアリング調査 

ここでは、国内アンケート調査及び国内ヒアリング調査のうち、フィリピンに関するも

のをまとめる。なお、国内アンケート調査及び国内ヒアリング調査の全体については、第

３部にまとめる。 

 

３．１ PPH の効果の有無 

国内アンケート調査において、フィリピンでPPHの効果が実感できるか／できないか、

またどのような効果があるかについて質問した（Q2-4）。 

結果をグラフに示す。グラフで「効果有無」は全体的に見て PPH の効果があるかを質

問した結果であり、「早期審査」は早期に審査結果が得られるか、「特許査定率」は特許査

定率が向上するか、「OA 回数」は OA 回数が減るか、「同一権利範囲」は同一権利範囲で

権利を取得できるか、について質問した結果である。 

 

PPH の効果の有無（PH） 

 

 

３．２ PPH の負担 

国内アンケート調査において、PPH の手続又は管理面の負担が大きい国について質問

した（Q2-7）。その結果、負担が大きい国としてフィリピンを挙げている回答はなかった。 

 

３．３ 国内企業のコメント 

国内アンケート調査及び国内ヒアリング調査の結果得られた、フィリピンの PPH 等に

関する国内企業のコメントをまとめる106。 

 

・TH や ID も同様に、待っていたら動かないので、アクションを起こすために PPH を活

用することがある。PH、VN については動きは見える。いずれも、数件は権利を獲って

おきたい。 

・OA などで、先進国の登録クレームに補正して早期に権利化する手段は利用したことは

ある。PH でOA 時に補正ではなく、PPH を使えばそのまま登録にすると言われたケー

スがある。 

・基本的には JP を起点にしている。クレームが英語であり PH 等でクレームの一致作業

がやりやすいので、US を起点にしたこともある。 

                                            
106 略称については、第1部Eの略称一覧を参照 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

効果有無

早期審査

特許査定率

OA回数

同一権利

効果有

効果無

効果不明
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・現在、ASEAN については、SG を起点としたASPEC を試行的に使用してみたところ、

国によって審査の進捗状況は異なっている。VN や PH は審査が進み登録となった案件

もある。 
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日本国特許庁は PPH ポータルサイトのウェブサイトを運営し、各国から報告された

PPH 申請案件の統計情報を掲載している296。ここで、PPH の実効性を計る指標として、

以下の統計データが採用されている。 

 

・特許査定率 

・FA での特許査定率 

・PPH 申請からFA までの平均期間 

・PPH 申請から最終処分までの平均期間 

・平均オフィスアクション回数 

 

本調査研究でも、各対象国においてこれらの統計数値の集計することを検討したが、こ

れらの具体的な数値を集計することは、各企業等において、早期審査の中で PPH を特に

切り分けて管理していない、PPH を管理していたとしてもPPH 申請日まで管理していな

い、といった理由から一般的に難しい。 

そこで、国内アンケート調査及び海外アンケート調査では、具体的な統計数値ではなく、

範囲を設定し、上記各指標の平均値がどの範囲に属するかについて調査を行った。 

さらに、上記各指標の具体的な統計数値を把握するため、いくつかの大手国内事務所の

協力を得て、統計数値の算出を試みた297。なお、単に統計数値としての算出のみを行い、

個別の具体的な事情が特定される態様での分析は行っていない。 

今回分析した指標は以下のものである。それぞれの指標で年推移を調べ298、上 5 つの指

標では通常出願とPPH 出願の比較を行った。 

 

・特許査定率299 

・最初の審査結果通知（FA: First Action）が特許査定となる割合（一発特許査定率） 

・審査請求からFA300までの平均期間 

・審査請求から最終処分301までの平均期間 

・審査結果通知（OA: Office Action）302の平均回数 

・PPH 申請からFA までの期間 

・PPH 申請から最終処分までの期間 

 

データはいずれも、2018 年前半（8～9 月まで）のものであり、2018 年後半については

含まれていない。 

                                            
296 JPO, "The Patent Prosecution Highway (PPH) Portal Web Site", URL: https://www.jpo.go.jp/ppph-portal-j/st

atistics.htm, https://www.jpo.go.jp/ppph-portal/statistics.htm 

297 必然的に、日本のユーザが日本から各対象国に出願したものを対象としているものと考えられる。 

298 2018年のデータは2018年 8月頃までのデータである 

299 特許査定率：特許査定件数÷最終処分件数 

300 最初の審査結果通知（FA）には、特許査定を含む 

301 最終処分：特許査定＋拒絶査定＋審査請求後放棄取下（米国は出願後放棄取下） 

302 審査結果通知（OA）には、最終処分は含まない 
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Ｃ. フィリピン（PH） 

以下に概要をまとめる307。統計データは次頁以降にまとめて掲載する。この章において、

記号①②③を下記の意味で用いる。 

①国内アンケート調査、②海外アンケート調査308、③国内事務所による統計数値調査 

 

（１）特許査定率 

・③では、通常出願とPPH 出願を比較すると、PPH 出願の方が高くなっている。①では、

PPH 出願、通常出願いずれも 90％以上が多いが、②では通常出願についてはもっと低

いようである。なお、PPH 出願で低い数値がでているのは、そもそも母集団の件数が少

なく、登録にならなかった案件の影響が大きく出ているものと考えられる。 

 

（２）審査期間 

（通常出願） 

・③「審査請求から FA までの期間」を見ると、2017 年では平均で 30 か月である。①で

も 2 年以上のものが多い。2017 年以降は極端に遅いものが減り、審査請求からFA まで

の期間が短縮しているようである。 

（PPH 出願） 

・③「申請からFA までの期間」を見ると、PPH 出願の審査期間は比較的短く、これらの

事案では 2017 年は 4 か月で FA が来て、しばらくして最終処分が来ている。これは、

②の傾向も同様である。 

 

（３）FA が特許査定となる割合及びOA 回数 

・③「FA が特許査定となる割合」を見ると、PH では、通常出願、PPH 出願いずれも 0％

になっている。母集団の件数が少なく、比較は難しいが、得られたデータの範囲では、

OA の回数は、通常出願、PPH 出願ともに平均で 1 回前後である。この点について、①

では通常出願に比べてPPH 出願のOA の回数は少なく、②でも通常出願に比べてPPH

出願のOA の回数は明らかに少なくなっている。 

 

  

                                            
307 ③の統計数値については、比較的新しい2016～2018年のデータに着目して考察したものである。 

308 ①②のグラフの数値の大小は回答数の大小であり、出願件数の大小ではないことに留意が必要である。 
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１ 国内外アンケート調査による統計情報調査①②（PH） 

 

特許査定率（％） 

国内アンケート調査             海外アンケート調査 
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審査請求からFA までの期間（か月） 

国内アンケート調査             海外アンケート調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査請求から最終処分までの期間（か月） 

国内アンケート調査             海外アンケート調査 
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２ 国内事務所による統計数値調査③（PH） 

 

特許査定率                             FA が特許査定となる割合 
通常出願   ＰＰＨ   

年 件数 登録率 年 件数 登録率 

2012 2 0.0% 2012 0  

2013 0  2013 0  

2014 3 33.3% 2014 0  

2015 16 56.3% 2015 0  

2016 7 14.3% 2016 2 50.0% 

2017 12 33.3% 2017 2 100.0% 

2018 2 50.0% 2018 0  

 

審査請求からFA までの期間（か月） 
通常出願     ＰＰＨ     

年 件数 平均値 最大値 最小値 年 件数 平均値 最大値 最小値 

2012 2 32.0 58 6 2012 0    

2013 0    2013 0    

2014 3 44.7 56 35 2014 0    

2015 16 42.8 224 9 2015 0    

2016 7 65.0 232 15 2016 2 26.0 35 17 

2017 12 29.5 54 9 2017 2 18.0 32 4 

2018 1 29.0 29 29 2018 0    

 

審査請求から最終処分までの期間（か月） 
通常出願     ＰＰＨ     

年 件数 平均値 最大値 最小値 年 件数 平均値 最大値 最小値 

2012 4 73.0 127 48 2012 0    

2013 6 48.0 60 31 2013 0    

2014 11 56.5 88 34 2014 0    

2015 27 45.4 224 15 2015 1 16.0 16 16 

2016 19 48.2 232 15 2016 3 31.3 39 22 

2017 17 40.6 69 22 2017 6 33.5 53 15 

2018 8 33.5 52 8 2018 4 29.0 43 18 

 

OA の回数（回） 
通常出願     ＰＰＨ     

年 件数 平均値 最大値 最小値 年 件数 平均値 最大値 最小値 

2012 2 2.5 3 2 2012 0    

2013 0    2013 0    

2014 3 1.0 1 1 2014 0    

2015 16 0.8 2 0 2015 0    

2016 7 0.4 1 0 2016 2 1.5 2 1 

2017 12 1.2 3 0 2017 2 1.0 1 1 

2018 2 1.0 1 1 2018 0    

 

申請からFA までの期間（か月）    申請から最終処分までの期間（か月） 

 

 

 

 

 

 

  

通常出願   ＰＰＨ   

年 件数 一発登録率 年 件数 一発登録率 

2012 2 0.0% 2012 0  

2013 0  2013 0  

2014 3 0.0% 2014 0  

2015 16 18.8% 2015 0  

2016 7 0.0% 2016 2 0.0% 

2017 12 0.0% 2017 2 0.0% 

2018 2 0.0% 2018 0  

ＰＰＨ     

年 件数 平均値 最大値 最小値 

2012 0    

2013 0    

2014 0    

2015 0    

2016 2 13.0 17 9 

2017 2 4.0 4 4 

2018 0    

ＰＰＨ     

年 件数 平均値 最大値 最小値 

2012 0    

2013 0    

2014 0    

2015 0    

2016 2 17.5 22 13 

2017 2 15.0 15 15 

2018 0    
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